
 

令和２年度 債権放棄一覧 

 
「横浜市の私債権の管理に関する条例」に基づき、令和２年度中に放棄を行った債権は次の一覧のとおりで

す。 

会計 債権名 件数 款 項 目 節 適用号 所管部署

特別定額給付金返還金 1 3 1 6 18 第１号 市民局総務課

市立保育所延長保育負担金 32 16 1 2 2 第３号
こども青少年局
保育・教育認定課

学校給食費負担金 989 16 1 9 2 第３号
教育委員会事務局
健康教育・食育課

公園使用料 1 17 1 7 1 第１号
環境創造局

公園緑地管理課

3 17 1 8 2 第１号

9 17 1 8 2 第２号

37 17 1 8
1
2

第３号

3 17 1 8 2 第４号

6 17 1 8
1
2

第５号

土地貸付料 10 20 1 1 1 第３号 財政局管財課

世帯更生資金貸付金 5 24 3 2 1 第３号 市民局人権課

技能職設備資金貸付金元利収入 1 24 3 4 18 第５号 経済局雇用労働課

違約金（土地貸付料） 2 24 5 1 7 第３号 財政局管財課

工事前払金の利息 1 24 5 11 11 第５号 西土木事務所

契約解除に伴う公共工事前払金の
利息

1 24 5 11 11 第５号 都筑土木事務所

平成20年度自立支援給付費未返還
分

1 24 5 15 3 第５号
健康福祉局

障害施設サービス課

目的外使用による電気代 1 24 5 15 3 第５号 市民局区連絡調整課

市立保育所主食提供費 2 24 5 15 3 第３号 市民局区連絡調整課

59 24 5 15 3 第３号

8 24 5 15 3 第５号

平成20年度自立支援給付費未返戻
分

1 24 5 15 3 第５号
健康福祉局

障害施設サービス課

平成19年度障害者グループホーム
運営費補助金未返還分

1 24 5 15 3 第５号
健康福祉局

障害施設サービス課

金額（円）

100,000

676,520

24,626,887

448,400

一般

1,125,100

2,242,600

13,662,000

982,427

816,360

533,214

6,967,000

198,000

44,000

15,938

12,442

3,342,913

2,529

15,600

市民局区連絡調整課
臨時運航許可番号票未返却者等へ

の実費弁償請求代金

112,084

13,860

2,744,096

1,961,200

建築局市営住宅課市営住宅使用料
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会計 債権名 件数 款 項 目 節 適用号 所管部署

市営住宅返還費（原状回復費等） 14 24 5 15 3 第３号 建築局市営住宅課

1 24 5 15 3 第１号

1 24 5 15 3 第２号

1 24 5 15 3 第３号

1 24 5 15 3 第４号

1 24 5 15 3 第５号

旧中村町消防出張所跡地ガードフェ
ンス器物損壊の損害賠償

1 24 5 15 3 第１号 消防局施設課

訴訟費用（土地貸付料） 1 24 5 15 3 第３号 港湾局管財第一課

9 1 1 1,2
10,1

1
第１号

22 1 1 1,2

2,3,
6,8,
10,1

1

第２号

23 1 1 1,2

1,6,
8,
10,
11,
13

第３号

埋立事業会
計

違約金（土地貸付料） 1 - - - - 第３号 港湾局管財第一課

市民病院入院収益、外来収益及び
室料差額収益

313 1 1
1
2
3

1
1
1

第３号

脳卒中・神経脊椎センター入院収
益、外来収益及び室料差額収益

29 2 1
1
2

1
1

第３号

未収水道料金 21,218 1 2 1 1 第３号 水道局サービス推進課

毀損修繕費 21 1 2 1 5 第３号 水道局給水維持課

22,831

1,793,400

1,001,141

307,900

水道事業
会計

54,132,011

1,352,387

597,615

1,155,000

124,910

44,980

建築局市営住宅課

7,118,668

27,900

病院事業会
計

7,901,916

1,320,600

2,206,268

6,213,393

12,168,828

一般

金額（円）

158,110,087合　　　　計

市営住宅損害賠償金

医療局病院経営本部
病院経営課

母子父子寡
婦福祉資金

会計

母子父子寡婦福祉資金
貸付金元利収入

こども青少年局
こども家庭課

 
<参考> 横浜市の私債権の管理に関する条例（抜粋） 

第 7条 市長等は、市の私債権(その額が 5,000,000円以下のものに限る。)について、次の各号のいずれかに該当する場合においては、

当該市の私債権及びこれに係る既に発生した履行の遅滞に係る損害賠償金その他の徴収金を放棄することができる。 

(1) 債務者が生活保護法(昭和 25年法律第 144号)による保護を受けている者又はこれに準ずると認められる者であり、資力の回復が困

難で当該市の私債権について履行される見込みがないと認められるとき。 

(2) 破産法(平成 16年法律第 75号)第 253条第 1項その他の法令の規定により債務者が当該市の私債権につきその責任を免れたとき。 

(3) 当該市の私債権について消滅時効に係る時効期間が満了したとき(債務者が時効の援用をしない特別の理由がある場合を除く。)。 

(4) 当該市の私債権について令第 171条の 2の規定による強制執行の手続をとっても、なお完全に履行されず、かつ、当該強制執行の手

続が終了した場合において、債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、履行される見込みがないと認められるとき。 

(5) 当該市の私債権について令第 171条の 5の規定による徴収停止の措置をとった場合において、当該措置をとった日から相当の期間を

経過した後においても、なお債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、履行される見込みがないと認められるとき。 

(6) 債務者が死亡し、その相続について限定承認があった場合において、その相続財産の価額が強制執行の費用並びに当該市の私債権に

優先して市及びその他の者が弁済を受ける債権の金額の合計を超えないと見込まれるとき。 


